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重点施策１ 障害を理由とする差別の解消 
 

１ 現状等 

（１）障害者差別解消法の認知と障害を理由とする差別の経験等に関する過去の調査結果

について 

① 平成２８年県民意識調査 

障害者差別解消法の認知割合 

「知っている（３６．０％）」，「知らない（６４．０％）」 

障害を理由とする差別の経験等 

「自分自身が経験したことがある（４．１％）」，「居合わせたことがある（１６．２％）」, 

「経験等はない（７９．７％）」 

 ② 平成２８年度宮城県障害者施策推進基礎調査 

障害者差別解消法の認知割合 

「知っている（２２．６％）」，「知らない（７１．７％）」,「不明（５．７％）」 

障害を理由とする差別の経験等 

「自分自身が経験したことがある（２８．４％）」，「経験等はない（６６．４％）」 

  

※ 次期プラン策定に向け，令和４年度に調査を実施予定 

 

２ 施策の方向 

【プラン掲載内容】 

  県では，差別解消法の施行に併せ，県職員の対応要領を策定するとともに，障害を理由

とする差別に関する相談窓口の設置，市町村や関係機関等と連携した相談・紛争防止体制

の整備を推進してきたところである。 

今後は，引き続きこれらの施策の充実を図りながら，個別の相談事例の収集・分析等を

通じた望ましい対応の共有や，障害及び障害のある人に対する県民の一層の理解促進と

周囲の人々の配慮の促進に取り組む。 

 

【進捗状況を踏まえた課題と今後の方向性】 

  障害者差別解消法及び令和３年３月に策定した「障害を理由とする差別を解消し障害

のある人もない人も共生する社会づくり条例」，「手話言語条例」に基づき，共生社会の実

現に向けた取組の県民への浸透を図っていくことが必要であることから，県民及び事業

者向けに効果的な普及啓発事業等を各種展開し，障害者差別解消法及び条例の認知度向

上とともに，差別解消と共生社会づくりに向けた県民，事業者の行動を促進していく。 

  併せて，障害を理由とする差別解消のため整備した相談窓口や調整委員会等を活用し，

相談事例等の収集・共有を図るほか，情報保障の推進等の施策展開を図っていく。 

資料４ 
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３ これまでの主な施策の推進状況 

（１）「障害を理由とする差別を解消し障害のある人もない人も共生する社会づくり条例」

及び「手話言語条例」の制定について 

平成３０年度に，障害を理由とする差別の解消に向けた条例制定の検討を開始した。 

令和元年度に，障害当事者に加え事業者等を構成員とした検討会を設置し，計６回の

検討を経て意見をとりまとめた。また，手話言語条例については，関係団体と意見を重

ね条例の骨子案を策定した。 

昨年度は，宮城県障害者施策推進協議会（施策協）での議論や，障害当事者団体・事

業者への説明と意見聴取，パブリックコメントを経て，令和３年３月に両条例を制定し

た。 

 

（２）行政機関等における配慮 

平成２８年度に県が策定した「障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要

領」に基づき，管理職や新任職員に対し，障害者差別解消法について内部研修を実施し，

障害の社会モデルや合理的配慮についての理解を促している。 

県が主催する会議や各種行事等について，手話通訳や要約筆記，資料点訳等の合理的

配慮の提供を行うとともに，県の窓口に遠隔手話通訳やコミュニケーション支援アプ

リケーション（ＵＤトーク）を導入したタブレット型端末を設置している。 

視覚障害者向けに点字又はＣＤによる県政だよりを配布している。 

 

（３）普及啓発・広報活動の推進 

 みやぎ出前講座のメニューに障害者差別解消法を掲載しており，要望があれば民間

団体等に出向き，出前講座を実施している。 

障害者に対する県民の理解を促進するため「心の輪を広げる体験作文」及び「障害者

週間のポスター」を公募するとともに，受賞作品等の展示を行い，障害に対する理解促

進の促進に取り組んでいる。 

県庁内での就労支援事業所の販売会（働く障害者ふれあいフェスティバル）において

ブースを設けてヘルプマークの配布，普及啓発を行っている。また，歩行が困難な障害

者などに対して，公共施設や商業施設などに設置されている障害者用等の駐車区画の

利用証を交付している。 

条例制定を機に，「障害を理由とする差別解消のための体制整備」や「共生社会の実

現」のための施策として，今年度から以下の事業に取り組んでいる。 

① 障害を理由とする差別の解消に向けたリーフレットの作成 

中学校において総合的な学習の時間等で使用することを想定した一般県民向けのも

のと，商品販売・サービス分野の事業者向けのものの２種類を作成することとしている。 

事業者向けのものは，今後随時種類を増やしていく方針である。 



3 

 

 ② ラジオ放送により普及啓発 

６月からＤａｔｅＦＭで，障害を理由とする差別の解消について放送を行っており，

令和４年３月までに計２５回実施することとしている。 

 ③ スマートフォンアプリを活用した助け合い実証事業 

学生など若い世代に働きかける取組として，スマートフォン用アプリを活用した手

助けを必要とする人と手助けしたい人との意思疎通を促す実証事業を実施している。 

これまでに，障害当事者と東北福祉大学の学生を対象に体験交流会を２回実施して

おり，今後は，広く県民にスマートフォンアプリを活用した助け合いの呼びかけを検討

している。 

＜体験交流会＞ 

日時 場所 参加者 

7月 18日（日） ＪＲ仙台駅 障害者 4名（車いす，視覚，聴覚，内部障害） 

東北福祉大学の学生 13名 

10月 15日（金） ハピナ名掛丁 

商店街 

障害者 4名（車いす 2名，視覚，聴覚障害） 

東北福祉大学の学生 10名 

 

④ 合理的な配慮のための環境整備促進事業補助金 

県内事業者が，障害者に配慮した環境整備を行う場合に整備費用を助成し，その優れ

たモデル的取組を県民や事業者に広く情報発信することとしている。 

取組状況としては，これまでに，１０件（宿泊業６件，その他販売業・理容業等４件），

約８００万円の交付決定を行っている。 

 

（４）差別解消のための体制整備 

宮城県社会福祉士会に対し委託している宮城県障害者権利擁護センターについて，条

例制定を機に，宮城県障害者差別相談センターの名称も掲げることとし，障害者に対する

虐待や障害を理由とする差別について，本人やその家族からの相談に加え，障害者福祉施

設や企業等からの相談にも随時対応している。 

障害を理由とする差別について，事業者の事案に関し，相談では解決しない場合には，

当事者からの求めに応じあっせんを行う調整委員会を設置した。 

 

（５）関係機関と連携した差別解消の取組 

県に寄せられた障害を理由とした差別に関する相談について施策協と情報共有し，

必要に応じて紛争の防止・解決に向けた議論を行っていく方針である。 

なお，今年度障害者差別相談センターに寄せられた差別に関する相談については以

下のとおりである。 
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 【参考】 

番号 相談内容 センターにおける対応 

1 車の点検で自動車販売店の店長の

対応が，障害者へ理解がなく感じる。

障害者差別ではないだろうか。また，

これまでも生活してきて「車いす邪魔

だ！」など言われたり，差別的な対応

をされてきた。 

仙台市にこの様な状況があること

を伝えてほしい。 

・傾聴する。 

・事業所の「障害者を理由とする不当

な差別」「合理的配慮」の状況について

分かる範囲で確認する。 

・障害者団体を紹介する。 

・この相談について，仙台市と情報共

有した。 

2 障害者支援法で，年齢制限や利用回数

制限について書かれていないもので

も，条例や事業所のルールで制限を設

けているところがあり，保護者と児童

が大変な思いをしている。こういうの

は，「合理的配慮」的にどうなんだろう

か？ 

・傾聴する。 

・事業所の「障害者を理由とする不当

な差別」「合理的配慮」の状況について

分かる範囲で確認する。 

3 具体的な相談事案があるわけではな

いですが，障害者差別解消法について

教えてほしい。 

・質問への応答をする。 

4 町の広報誌に掲載したイラストの顔

に『鼻』がないことが，障害者への配

慮として問題ないか？ 

今後，イラストや写真などを広報紙や

ホームページに掲載するにあたり，障

がい者等への人権の観点で配慮すべ

きことは？ 

・県に相談内容について相談・報告。 

以下のように先方に返答する。 

・イラストでは一般的に，対象物の特

徴を誇張，強調したり，簡略化・省略

化することがあり，このような技法で

表現することは広く社会に浸透し，受

容されている。 

・今回問題となっているイラストの顔

に「鼻」がないことも，上記簡略化・

省略化の一種であり，その内容につい

ても，社会で受容されている範囲内の

ものであると考えられ，このイラスト

について，不快の念を抱く方が仮にい

たとしても，そのことがただちに「障

害者への配慮不足」には該当しないと

考えること。 
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5 印刷会社へ名刺を依頼した。出来あが

った名刺を受け取ったとき，相談者は

名刺の印刷を確認せず，自宅に戻って

から名刺を取り出してみると，名刺の

裏面に『声帯を摘出しております。ご

連絡は SMSにて』と印刷されていた。 

印刷会社の社長の奥様の心使いのよ

うでしたが，私は（相談者）その名刺

を見るたびに悲しい思いをします。 

まだまだ，差別はあると思う。県の人

にも現状を知ってほしい。 

・傾聴する。 

・印刷会社は相談者が生活する地域に

あるため，県からの確認は希望してい

ないとのことだった。 

・ただ，こういった差別はまだまだあ

ることを県に知ってもらい考えてい

ってほしいとのことだった。 

6 〇〇パーク内にある「●●●」という

店でドリンクを購入し，受取用窓口に

並んだが受け取りすることができま

せんでした。誰ひとりも紙に書いてく

れませんでした。 

・メール返信（10／1） 

メールを読んで，相談者がとても大

変な思い，悔しい思いをされた事を知

った。大切なことなので状況について

詳しく教えて欲しいことを伝え，いく

つか状況について質問する。 

・10/11 相談者より返信が来ていな

いことを県に相談し（10/11）相談者へ

再度メールすることとする。 

（内容）10月 1日にメールへ返信をさ

せて頂いていたこと，その後，相手方

と話し合いができていれば良いと気

になっていたこと，また，差別や権利

侵害と感じるようなことがあればい

つでもご相談くださいと伝える。 
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スマートフォンを活用した助け合い実証事業について

サポートを頼む時の流れ

利用エリアに入ると、サポート依頼を発信することができます。

待ち合わせ場所
を指定

カテゴリの選択
サポート時間の

選択
依頼の発信

サポート内容の
選択

事業内容

スマートフォン用アプリ「May ii（メイアイ）」を宮城県内の一部エリアに導入し，手助け
マッチング機能を活用して心のバリアを取り除き，特に若い世代に対する交流機会の拡大・
相互理解を促すことにより，障害のある人もない人も共生する社会の実現を目指すもの

▽R3.2.1時点で11エリア（5都道府県）で提供中

 

サポートをするときの流れ

利用エリアに入ると待機状態になるので、依頼が来たら立候補します

サポート待機 依頼を受信 内容の確認 立候補する

①サポート依頼があるとアプリ
から通知が来るので「依頼内容
を確認する」をタップします

②サポートの依頼内容
と相手の場所を確認し
ます

③サポーターに行けると
きは「サポーターに立候
補」してください

体験交流会に参加した方の感想等

アプリの効果
• “新しい体験”で楽しかった。
• 手助けを通してその人の病気の内容を

知ったり、理解できた。
• 声かけてもいいんだ！ということもわ

かった。

アプリ良い点
• 助けたいけど躊躇しちゃうところを補

助してくれる。アプリでハードルが下
がった。

• 事前にサポート依頼内容がわかるので
助けに行ける

アプリ改善点
• 詳細を伝えられないため、

人多いところだとマッチン
グ場所に時間かかる。

• 文字の拡大機能がないため、
文字が読みづらい。
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重点施策２ 雇用・就労等の促進による経済的自立 
 

１ 現状等 

（１）障害者雇用率 

障害者雇用率等の推移 

 H30 R1 R2 

雇用障害者数 5,845人 6,101人 6,235人 

障害者雇用率（県） 2.05% 2.11% 2.17% 

障害者雇用率（全国） 2.05% 2.11% 2.15% 

宮城労働局資料より 

    法定雇用率達成企業数等の推移 

 H30 R1 R2 

達成企業数 750 788 786 

達成企業数の割合 49.2% 50.4% 51.4% 

宮城労働局資料より 

（２）福祉的就労からの一般就労 

就労支援施設等（定員数）と一般就労への移行者数の推移 

 H29 H30 R1 R2 

一般就労移行者数（人） 328 392 413 442 

就労支援施設 

等定員（人） 

就労移行支援 1,004 1,004 861 886 

就労継続支援 A型 942 942 897 1,062 

就労継続支援 B型 4,767 4,767 5,255 5,707 

第５期宮城県障害福祉計画進捗状況等調査 及び 

障害者自立支援給付支払等システムに係る事業所台帳より 

（３）平均工賃月額等の推移 

 H29 H30 R１ R2 

平均工賃月額（円） 17,862 17,490 17,477 17,247 

工賃総額（千円） 897,563 918,455 965,120 1,045,879 

第４期宮城県工賃向上支援計画より 

 

２ 施策の方向 

【プラン掲載内容】 

障害のある人の雇用・就労の機会の拡充と職業能力の開発を図るとともに，就労支援施

設等の企業的経営スキルの向上や商品開発・販路開拓に向けた支援，農福連携の推進，共

同受注体制の強化等を通じた工賃向上を促進する。 

また，就労支援施設等の商品・役務等に係る行政機関等の優先調達を推進する。 
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【進捗状況を踏まえた課題と今後の方向性】 

  一般就労については，法定雇用率の引き上げ等により障害者雇用者数は年々増加して

いるが，本県における雇用情勢は依然厳しい状況であり，また，福祉型就労からの一般就

労への移行者数についてもさらに増加させていく必要があることから，県内企業等に対

する障害者雇用促進の働きかけや，就労に向けた準備段階から求職活動段階，就職後の職

場定着などについて，関係機関との連携により，就業面と生活面の一体的な支援や就労移

行支援事業所の支援力向上の支援等を継続して行っていく。 

  福祉型就労については，平成２９年以降，平均工賃月額は減少傾向にあることから，Ｂ

ＰＯ業務の共同受注体制の整備等により，県内外から新たな民間需要の獲得や，県をはじ

めとする行政機関等の優先調達を促進し，県内事業所の支援力向上と工賃向上を図って

いく。 

 

３ これまでの主な施策の推進状況 

（１）安定した雇用の確保 

「宮城県障害者雇用支援のつどい」の開催，障害者就職面接会の開催，県内企業に対

する障害者雇用要請の実施，精神障害者雇用推進セミナーなどにより障害者雇用促進の

啓発を図っている。 

企業訪問による企業情報の収集・提供，雇用支援・助言，障害者雇用の普及・啓発の

ほか，セミナーや研修会，職場見学会等の開催，好事例に関するハンドブックの作成・

配布を行うことにより，企業における障害者雇用への理解を深め，障害者雇用の推進を

図っている。 

 

（２）就労支援施設等の経営力向上等を通じた工賃向上 

   工賃水準を引き上げるため，就労支援施設等の経営改善等のために必要なコンサル

タントの派遣や，セミナー・研修会を開催している。 

働く障害者ふれあいフェスティバルを開催し，障害者が生産活動の訓練や社会参加

の一環として作製した製品を紹介・販売することにより障害者の職業的自立意欲を喚

起するとともに，県民の障害者就労に関する認識を深める取組を行っている。 

ＢＰＯ※を活用した工賃向上モデル事業として，日本財団との連携協定に基づき，共

同受注方式により，県内外の企業から切り出された軽作業・請負業務の受注を拡大させ，

事業所へ年間を通じて安定した高工賃の仕事を提供していく体制づくりに取り組んで

いる。 

※ ＢＰＯとは，ビジネス・プロセス・アウトソーシングの略。業務工程の一部を切

り出し，請負業務として外部委託すること。 
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（３）職業訓練・職業能力の開発 

   宮城障害者職業能力開発校において, 就業に必要な職業能力の開発・向上を図るた

め実技を主体とした職業訓練を実施するとともに，公共職業安定所等の関係機関と連

携し，その就業を促進している。 

障害者就業・生活支援センター」おいて，障害者の雇用に関係する職場適応支援と就

労や雇用に当たっての日常生活，社会生活上の支援を行い，障害者の職業生活における

自立を図っている。 

みやぎ障害者ＩＴサポートセンターを設置し，講習会や訪問指導の実施やＩＴに関

する障害者からの相談に対する電話対応や出張サポートを実施することにより，ＩＴ

の活用能力を向上させ，就労等を支援している。 

障害者の一般就労の促進に向け，県庁内等に発達障害者等を職場実習生として受け

入れ，就業体験の機会を提供するとともに，就業に向けた技術の習得を支援している。 

 

（４）多様な就業機会の創出 

農業経営体と福祉事業所のマッチング支援を行うとともに，農福連携の理解醸成の

ためのセミナー等を開催し，農福連携の取組を支援している。 

水産加工業における深刻な人手不足の解消と，福祉分野における障害者の就労機会

拡大や経済的自立等，両分野の課題解決に向け，水産加工業と福祉分野の連携を推進し，

障害者雇用や作業委託等のマッチングを支援している。 

 

（５）行政機関等からの受注促進 

就労支援事業所の物品等のリストを作成し，課のＨＰに掲載し，随時更新するととも

に，市町村にも情報提供を行うとともに，物品等の品質向上について，専門家等の派遣

や各種セミナーによる支援を行っている。 

印刷物や図書購入など，優先調達の推進が期待できる物品等について庁内への周知

を図るとともに，「１所属２調達以上」の取り組みを推進している。 
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ＢＰＯを活用した工賃向上モデル事業

事業イメージ

＜協 定 名＞ 「働く障害者支援のための連携協定」

＜目 的＞ 県と日本財団とが緊密な相互連携と，双方の資源を有効に活用した協働による

活動を推進し，障害者の工賃向上等による経済的自立の促進を図る。

＜連携事項＞ ①障害者の工賃向上に関すること

②その他就労機会の確保，経済的自立の促進に関すること

＜締 結 日＞ 令和２年１２月２３日

＜期 間＞ 令和５年３月３１日までの２年間

（延長可。ただし，最長で令和７年３月３１日まで）

日本財団と宮城県が，みやぎセルプ協働受注センターに対し事業費を補助
（日本財団２千万円，県５百万円）

事業費

参加意向事業所数

宮城県と日本財団は，連携協定に基づき，共同受注方式により，県内外からのＢＰＯ業務の受注を拡大
させ，事業所へ年間を通じて安定した高工賃の仕事を提供していく体制を構築するための新たなプロジェ
クトを令和３年度から令和４年度までの2年間実施する。

※ BPO･･･ビジネス･プロセス･アウトソーシングの略。業務工程の一部を切り出し,請負業務として外部委託すること。
当プロジェクトでは,企業から切り出された軽作業・請負業務の受注拡大を目指す。

７６事業所が参加意向 （R3年10月29日現在）

日本財団との連携協定

取組状況

5月26日参加事業所向けキックオフミーティングを開催。
5月から受発注開始し,12案件2,947千円受注。
現在複数案件進行中。

新規プロジェクトの事業成果を測るため，新規プロジェクトに参加した利用者1人
当たりの作業売上を成果指標とし，令和元年度平均工賃月額の約2倍を目指す。

１７，４７７円

令和元年度
平均工賃月額 新規プロジェクトに参加して

共同受注売上げが倍増 1人当たりの
作業売上が２倍

参加した利用者の
平均工賃月額
３５，０００円

宮城県

みやぎセルプ
協働受注ｾﾝﾀｰ

民間企業等
（県内外）

支援
①案件受注

②業務依頼 ③業務完了

④納品

×

県内 就労継続支援事業所

例えば・・・

障害者特化型BPO企業

ヴァルトジャパン

進捗管理
全体サポート

事業所へ業務配分
マニュアル提供・助言

発注業務獲得の
マネジメント

■ 発注案件事例
・ データ入力
・ 紙媒体資料の電子化
・ 客室清掃業務
・ 物流業務
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重点施策３ 自ら望む地域・場所で暮らせるための環境整備・人材育成 

 

１ 現状等 

（１）グループホームの整備状況 

グループホームの定員数・居住数の推移 

 H29 H30 R1 R2 

利用定員数（人） 2,508 2,581 2,797 3,032 

 介護サービス包括型 2,353 2,443 2,665 2,875 

 外部サービス利用型 155 138 122 136 

 日中サービス支援型 0 0 10 21 

住居数（戸） 476 492 526 643 

 介護サービス包括型 448 465 500 608 

 外部サービス利用型 28 27 24 32 

 日中サービス支援型 0 0 2 3 

障害者自立支援給付支払等システムに係る事業所台帳より 

 

（２）日中活動系サービスの整備状況 

日中活動系サービス定員の推移 

 H30 R１ R2 

利
用
定
員
（
人
） 

生活介護 4,743 4,945 5,179 

自立訓練 484 497 503 

就労移行支援 1,004 861 886 

就労継続支援 A型 942 897 1,062 

就労継続支援 B型 4,767 5,255 5,707 

事
業
所
数 

生活介護 175 168 172 

自立訓練 38 39 35 

就労移行支援 87 78 71 

就労継続支援 A型 54 53 58 

就労継続支援 B型 219 234 256 

障害者自立支援給付支払等システムに係る事業所台帳より 

 

（３）障害のある人の地域生活移行状況 

①入所施設からの移行 

項目 H29 H30 R1 R2 累計 

地域生活移行者数 15人 25人 16人 16人 72人 

第５期宮城県障害福祉計画進捗状況等調査より 



12 

 

 

②病院からの移行（精神障害者） 

 H27 H28 H29 H30 R1 

入院後３ヵ月時点

の退院率 
53.1% 61.0% 59.0% - - 

入院後１年時点の

退院率 
85.1% 89.0% 86.0% - - 

入院期間１年以上

の長期在院者数 
3,212人 3,188人 3,133人 3,092人 2,735人 

宮城の将来ビジョン及び宮城県震災復興計画 成果と評価より 

 

③入所待機者数の推移 

 H30.4.1 H31.4.1 R2.4.1 R3.4.1 

利用定員（人） 1,913 1,943 1,943 1,963 

待機者数（人） 501 553 544 626 

  H30→H31 入所施設の新設（県南ありのまま舎） R2→R3 船形の郷の定員増 

障害者支援施設等における契約者利用状況より 

※「施設入所支援」分を抜粋 

 

（４）発達障害のある人に対する支援等の状況 

発達障害者支援センターの相談件数の推移 

年度 H29 H30 R1 R2 

相談件数（件） 1,279 1,216 780 861 

第５期宮城県障害福祉計画進捗状況等調査より 

 

（５）医療的ケアを要する障害のある人の状況等 

① 重度の身体障害のある人等に対する調査（平成 28年 2月） 

「医療的ケアを要する」と回答した人の割合 ３３％（1,974 人／回答者 5,984 人） 

 ② 障害福祉サービス事業所に対する調査（平成 28年 2月） 

「医療的ケアの対応が可能」と回答した事業所の割合 ２７％（152事業所／回答 

事業所 562事業所） 
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２ 施策の方向 

【プラン掲載内容】 

障害のある人の地域生活への移行を進めるため，グループホームや地域生活支援拠点

等の整備を進めるとともに， 利用者本位のサービス提供を可能にするための相談支援体

制の充実や，介護人材の確保・育成，サービスの質の確保等に取り組む。 

特に，障害のある子どもに対する切れ目のない支援体制の構築を図るほか，支援の必要

性が高まっている発達障害に関する支援体制の整備を推進するとともに，医療的ケア実

施体制の充実に向けた取組を進めていく。 

また，県全域における障害のある人のセーフティネット機能が期待される県立障害者

支援施設「船形コロニー」については，老朽化等への対応とともに，民間施設のバックア

ップ・地域の社会資源のコーディネートといった新たな役割を果たすことを見据えた整

備を進めていく。 

 

【進捗状況を踏まえた課題と今後の方向性】 

障害のある人の地域生活への移行が計画どおり進んでおらず，障害のある人の高齢化・

重度化，親亡き後を踏まえると，今後の地域生活移行の推進に必要な住環境の整備及び介

護サービス等の支援について検討する必要があることから，グループホーム等の実態調

査等により現状把握を行い，今後の施策展開の方向性を検討する。 

また，引き続き，障害のある人が地域で安心して暮らすことができるための環境整備・

人材育成を図り，福祉サービスの充実を図るとともに，発達障害や医療的ケアなどについ

ては，支援体制の充実に向けた人材確保に取り組んでいく。 

また，県立障害者施設「船形の郷」については，令和６年４月の全面供用開始に向け整

備を進めるとともに，在宅等での生活が一時的に困難となった場合のバックアップ機能

や地域の社会資源をつなぐコーディネート機能等，地域支援体制の機能向上に向けた役

割を担うことのできる施設としての検討・準備を進めていく。 

 

３ これまでの主な施策の推進状況 

（１）介護人材の確保・育成 

障害福祉分野における介護人材の確保・育成のため，無資格者が介護職員初任者研修

を受講する際の受講費及び代替職員人件費相当分の補助を行っている。 

また，適切な指定居宅介護等のサービスの提供に当たり必要な知識及び技能を有す

る者の養成等を目的として，宮城県の指定を受けた「指定研修事業者」が，各種研修を

県内各地で開催している。 
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＜障害福祉施設関係施設人材確保支援事業の実施状況＞ 

 H30 R1 R2 

補助対象事業者数 

補助対象職員数 

9法人 

21人 

19法人 

47人 

22法人 

50人 

 

＜宮城県居宅介護従業者養成研修事業の実施状況＞ 

 H30 R1 R2 

修了者数（人） 604 726 708 

研修別修了者 初任者 15 23 22 

 重訪（統合） - 146 35 

 同行（一般） 152 136 65 

 同行（応用） 90 54 49 

 全身性 36 9 8 

 強度行動障害

（基礎） 

193 219 327 

 強度行動障害

（実践） 

118 139 202 

 

（２）住まい・支援拠点の整備等 

① 地域生活への移行の推進 

地域移行を促進するため，特に整備の必要性が高い重度障害者・精神障害者向けグル

ープホームと地域生活支援拠点を整備する際に，その経費の一部を補助している。 

 

＜グループホーム整備促進事業の実施状況＞ 

 H30 R1 R2 

実施法人数 10法人 3法人 4法人 

創設及び大規模修繕 13件 3件 5件 

 

＜地域生活支援拠点等整備促進事業の実施状況＞ 

 H30 R1 R2 

実施法人数 1法人 1法人 -   

創設及び大規模修繕 1件 1件 -   
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 ＜地域生活支援拠点の整備状況（R3.4.1現在）＞ 

状況 市町村等 
補助金 

の活用 

整備済み 

岩沼市 × 

東松島市 × 

石巻市，女川市 × 

富谷市，大和町，大郷町，大衡村 ○ 

亘理町 ○ 

涌谷町 ○ 

塩竃市，多賀城市，松島町，七ヶ浜町，利府町 ○ 

白石市，角田市，蔵王町，七ヶ宿町，大河原町，村田町，柴

田町，川崎町，丸森町 
○ 

仙台市 × 

整備予定 １０市町（気仙沼市，名取市，登米市，栗原市，大崎市， 

山元町，色麻町，加美町，美里町，南三陸町） 
 

 

精神科救急医療体制として，精神疾患の急激な発症や精神症状の悪化等により緊急

な医療を必要とされる方々が，適切な医療を２４時間３６５日受けられる体制を整備

している。 

 

② 医療的ケア提供体制の整備 

日常的に医療的ケアを必要とする障害児者の家族等が急病や休息のため，介護が困

難な場合に対応可能な，医療型短期入所事業所の整備を促進し，４事業所が短期入所事

業を開始しているほか，医療的ケア児者への直接支援に従事する支援者及び相談支援

事業所等において支援を総合調整する医療的ケア児等コーディネーターを養成してい

る。 

 

＜医療型短期入所モデル事業の実施状況＞ 

 H30 R1 R2 

短期入所事業所病床確保 2病院 4病院 4病院 

利用実績 実 6人 

延べ 20日 

実 14人 

延べ 80日 

実 5人 

延べ 78日 
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＜医療的ケア児等コーディネーター等養成研修事業の実施状況＞ 

 H30 R1 R2 

支援者 36人 69人 105人 

コーディネーター 35人 38人 73人 

 

③ セーフティネット機能の確保・充実 

船形の郷の建替えについては，令和元年度から新居住棟２棟の建設工事を着工し，令

和２年度に一部供用開始しており，令和６年度の全面供用開始に向けて，建替え工事を

進めている。 

船形の郷の入所者は，現状の社会資源や支援体制では地域生活への移行が困難な者

が殆どであり，重度・最重度の障害者支援の拠点として，民間施設や地域での生活が困

難な者を受け入れるセーフティネット機能を果たしている。 

（３）サービスの質の確保・向上等  

① 相談支援体制の充実  

サービス等利用計画・障害児支援利用計画の策定等を担う相談支援事業所や，総合

的・専門的相談への対応，地域の相談支援事業所の人材育成等において中核的な役割を

担う基幹相談支援センターの従事者の確保・育成に係る研修を実施し，障害のある人や

その家族の意向を尊重した適切なサービスを提供する相談支援体制の充実を図ってい

る。 

＜相談支援事業所等の設置数の推移＞ 

 H29 H30 R1 R2 

地域移行支援 47 46 45 49 

地域定着支援 47 46 47 51 

計画相談支援 145 155 150 167 

障害児相談支援 125 132 132 146 

基幹相談支援センター 5 8 12 14 

障害者自立支援給付支払等システムに係る事業所台帳及び市町村への照会結果より 

 

② 障害児支援の充実  

「個別の教育支援計画」「個別の移行支援計画」を活用した就業・生活支援における

教育，福祉，労働等関係機関の継続的な支援体制の充実を図るとともに，職業教育の教

育課程の検討，進路の学習等の指導の工夫，外部人材の作業学習等への活用などを実施

している。 

また，医療的ケアが必要な児童生徒の学習環境を整備するため，看護師を配置すると

ともに，巡回指導医の指導のもと，教員が看護師と連携してケアを実施している。 
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③ 発達障害のある人の支援の充実 

発達障害の社会的認知の高まりによる相談件数の増加や，支援ニーズの多様化により,

「えくぼ」１センター体制での対応が困難な状況となっていため,令和元年度に，市町村

等を一次支援機関，各圏域に発達障害者地域支援マネジャーを配置し二次支援機関，「え

くぼ」に加え，新たに，県直営の発達障害者支援センターを開設し三次支援機関と位置付

け，「機能分化と連携を軸に重層的な支援体制」への見直しを図っている。 

 

④ サービス提供に係る指導等  

指定障害福祉サービス事業者等に対し，対象サービス等の質の確保，並びに自立支援給

付等の適正化を図り，事業所等の運営が健全かつ円滑に行われるよう，関係法令に基づき，

自立支援給付等の対象サービス等の内容，及び自立支援給付等に係る費用の請求等に関

する指導を行っている。 


